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は じ め に

⑴ 問題の背景
2009年に施行された裁判員制度は、2004年に「裁判員の参加する刑事裁
判に関する法律（＝裁判員法）」の成立により導入され、2024年で15周年
を迎えた。この制度は、無作為に選ばれた国民が裁判員となり、刑事裁判
の過程に参加するものである。それによって、刑事裁判に国民の健全な社
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会常識を反映させ、裁判官と共に責任を分担させることで、司法に対する
国民の理解と支持を深めることを目指した1）。15年経ったが、現在では裁
判員の経験の共有が低いことや、国民の辞退率が上昇・高止まりしている
といったさまざまな問題を抱えている。その中でも辞退率の上昇に関して、
産経新聞の調査によると、制度開始当初の辞退率は約53％だったものの、
上昇を続け、2023年では70％近くが辞退している2）。
現状の辞退率上昇の背景として、例えば、守秘義務の問題や、審理の長
期化、遺体写真等の証拠を見たくないといった理由が考えられるであろう。
実際、最高裁判所の意識調査（2023年度）によると、裁判員裁判に参加す
る際の心配や不安なことについて、重い責任感や裁判に対して素人である
ことへの不安等に続いて、約40％の人が「遺体写真を見るのが不安であ
る」と回答している3）。このことから、裁判における遺体写真等の刺激証
拠の取り扱いについて、一般的にはあまり知られていないことが、裁判員と
なるに当たって心配や不安に思う大きな原因のひとつであると考えられる。
⑵ 刺激証拠の問題性
刺激証拠とは、遺体写真のように刺激的で人の感情を煽るような証拠の
ことをいう4）。該当するものとして代表的なものは、遺体写真や創傷の写
真、血痕が付着した身体・衣類、凶器、犯行現場の写真が挙げられる5）。
裁判員がかかわる刺激証拠の問題については、2012年に札幌地裁で行わ
れた強盗殺人事件の裁判員裁判で、裁判員を務めた女性が、被害者の通報
の音声や犯行現場の写真を見聞きした直後に、失神して椅子から転げ落ち
たことがあった6）。
また、その翌年の2013年に福島地裁で行われた強盗殺人事件の裁判員裁
判では、同じく裁判員を務めた女性が遺体のカラー写真等を見て、急性ス
トレス障害（ASD）を発症して国家賠償請求した事案があった7）。このよ
うに刺激証拠を閲覧したことで、心理的被害を受ける裁判員がいる。
裁判員への精神的負担の問題だけではなく、弁護士からは、証拠調べに
おける、裁判員の負担軽減を口実にした裁判所の過剰な介入を問題視する
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声が上がっている8）。これは検察官からも同様の指摘がなされている9）。
2016年東京地裁立川支部で行われた強盗殺人未遂事件（いわゆるタク
シー強盗）の裁判員裁判では、犯行の一部始終を記録したドライブレコー
ダー映像が当事者双方から証拠請求された。事件の争点は殺意の有無で、
検察官、弁護人共にベストエビデンスであると主張した。これに対し、裁
判所は、この証拠について、その映像を裁判員が見て耐えられない可能性
があると判断し、音声と映像を別々に再生したり、映像を白黒にしたりす
ることを条件に証拠調べを承諾した。しかし、取り調べ当日に裁判所は、
さらに映像の再生画面をできる限り小さくし、音声を聞き取るのが難しい
ほど小さな音量にするように要求した。その結果、映像から被告人の表情
を見ることは難しく、被告人の奇声も上手く伝わらないとして、検察官・
弁護人双方から異議が唱えられたものの、棄却され、裁判所が指定した方
法での取り調べが実施された10）。この事案のように、当事者双方が合意し
た証拠であっても、裁判員の負担軽減を口実に、採用が却下されたり、過
度な加工を求められたりすることがある。
⑶ 刺激証拠の取り扱いに関する問題を検討・解決するべき必要性
刺激証拠の取り扱いに関する問題を解決することを通して、裁判員制度
に国民がより積極的に参加できるようになれば、国民が刑事手続等の実際
を知ることや、その結果、司法が適正に機能することにもつながりうるの
ではないか。それは司法に対する信頼感のみならず、ひいては私たちの生
活への安心感につながるのではないだろうか。
しかし、前述のとおり刺激証拠は裁判員へ精神的負担を与える可能性が
高く、そのような負担を負ってまでも国民が司法参加する必要はあるのか
という疑問もある。また、そのような裁判員への精神的負担や国民の司法
参加の問題だけではなく、刺激証拠の採否において、裁判所が裁判員の負
担軽減を口実にした証拠調べの過剰な介入は、適正な事実認定や被告人の
権利保障において重要な問題でもある。そのため、刺激証拠を取り調べる
際には、裁判員の精神的負担と、被告人の権利保障の間で一定のジレンマ
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が生ずることとなる。適正な事実認定とそれに基づく適正な量刑判断が行
われることは、基本的人権の保障を全うしつつ、事案の真相を明らかにし、
それに対して適切な刑罰を課すという、刑事裁判の本来の目的（刑事訴訟
法⚑条）を守ることであり、適正手続保障の要請（憲法31条）に応えるこ
とである。また、それは被告人自身の刑事裁判に対する納得感にもつなが
ると考えられる。
しかし、刺激証拠の取り扱いについて、裁判員裁判が導入され、前述の
2013年に裁判員が起こした国賠訴訟以降、より問題視されるようになった
ものの、学問的には、従来刑事訴訟法学の中で必ずしも活発な議論がなさ
れてきたわけではない。この点、そもそも刺激証拠に限らず、一般的に刑
事裁判における証拠の採否に関する実務は、学問的に共有された明確かつ
具体的な規範に沿ってその採否を判断しているのではなく、ほぼ裁判体の
裁量で事案ごとの事情に応じた判断がなされている現状がある。前述のと
おり、確かに裁判員による問題提起によって刺激証拠の問題が注目される
以前においても、弁護士や検察官といった実務家によって、実際の裁判に
おける証拠の採否をめぐる一定の問題の指摘がなされていたところはあっ
た。しかしながら、刺激証拠の採否にかかる刑事訴訟法学的検討を行なっ
た論文がきわめて少ないのには、その背景にこのような証拠採否一般にか
かる先行研究の問題が存在するのである。そのため、刺激証拠の取り扱い
については、刑事裁判における証拠採否のあり方に立ち返りつつ、さらな
る検討が行われる必要がある。
そこで本稿では、刑事裁判において、刺激証拠をどのように取り調べる
べきかについて論じる。まずは刺激証拠の問題が社会的に注目されている
現状を確認するべく、刺激証拠に関する裁判所の現在の運用と裁判例から
その問題点を概観し、そのような現状において最も着目されている、国民
の司法参加と裁判員の負担（裁判員のあり方）について考察する。その上
で、現状においては刺激証拠の採否の問題にかかわって社会的に十分検討
されてこなかった被告人の適正手続保障（事実認定の適正化）の観点から、
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刑事裁判における一般的な証拠採否の基本的方針に立ち戻りつつ、刺激証
拠の採否について検討し、その方向性を示すこととする。
結論として、裁判員に対する事後的なケアも充実させることにより、裁
判員の負担が憲法上の苦役に当たるものに至らない範囲であることを確保
しつつ、被告人の適正手続保障のために、証明力と事実認定を誤る危険性
（相手側に不公正な不利益を与える場合も含む）のバランシングによる証
拠の許容性審査を用いて、刺激証拠の採否を判断するべきであるという結
論を導く。

第⚑章 刺激証拠とは

第⚑節 刺激証拠の概要と運用状況
⑴ 刺激証拠の種類
刺激証拠とは、遺体写真や創傷の写真といった、刺激的で人の感情を煽
るような証拠のことを指すといわれている11）。「刺激証拠」は法令用語で
はなく、刺激証拠としてかかる取り扱いの対象になるものの範囲も定かで
はない。
どのようなものが該当するのかについて、死体や創傷、あるいは血痕が
付着した身体・衣類や凶器、犯行現場の写真、そうした衣類や凶器などの
実物といった代表的なものだけではなく、リンチの状況等の動画、強姦等
や殺人の被害、目撃状況、あるいは被害者の事件後の心身の不調に関する
供述調書等についても同様の取り扱いがされた裁判例がある12）。
⑵ 現在の証拠採否の判断の実際
裁判所による刺激証拠の採否については、まず、公判前整理手続で裁判
所が当事者双方の意見を聴取し、要証事実との関係で証拠の必要性を具体
的に検討する中で、裁判員に過度の精神的負担を与えずに適正な判断が可
能か否かが吟味されている13）。例えば、遺体写真であれば、なぜ調べなけ
ればいけないのか、そこに写っているものを見なくても被害者がどのよう
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な傷を負って死亡したのかについて、司法解剖した医師や鑑定人から十分
な説明をしてもらい、それで争点について理解できるのであれば、そちら
の説明を優先してもよいと考えられている。
しかし、事件の内容や争点によっては、裁判所が遺体写真などの刺激証
拠をどうしても取り調べなければいけない場合がある14）。その場合には証
拠として採用することになるが、採用するにあたっては代替証拠の存否は
もとより、カラー写真であれば白黒写真やイラストへ変更したり、写真の
枚数や大きさを調整したりするなど、常に原証拠の加工も視野に入れて採
否を慎重に検討しているという15）。
一方、裁判員の選任手続において、刺激証拠の取り調べが予定されてい
る裁判では、選任手続の段階でその旨を告げ、不安のある候補者からは個
別質問で事情を聴取して辞退を認めるかどうかの判断を行っている16）。
その上で、公判廷での証拠調べの際には、刺激証拠にあたる写真を示し
たり、動画や音声を再生したりするのに先立って、裁判所や検察官が事前
に告知して、裁判員に心の準備をしてもらうなど様々な配慮を行っている17）。
⑶ 公判廷における現在の顕出方法
刺激証拠の顕出にあたり、遺体や犯行現場の写真、犯行状況が記録され
た防犯カメラ映像や音声記録、血痕が付着した凶器等については、裁判所
は裁判員に与える精神的な負担等を考慮して、カラー写真であれば白黒写
真かイラスト、防犯カメラ映像であれば静止画像、音声画像であれば反訳
文、血痕が付着した凶器であればその写真の代替証拠を用いている18）。

第⚒節 刺激証拠にかかわる裁判例
刺激証拠は事実認定者に対して、有罪や無罪の認定や量刑の判断に影響
する不当な思い込みを植え付ける危険性があること、あるいは、そのよう
な刺激的な写真や映像を見慣れていない裁判員の精神的な負担となり、正
確な証拠評価を困難にする危険性があることを理由に、少なくともそのま
まの形で取り調べることを制限されたり、裁判で証拠としての採否を争っ
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たりする場合がある。裁判で刺激証拠の採否について争われるケースにお
いては、証拠の許容性または証拠調べの必要性（相当性を含む）が問題と
なる場合がほとんどである19）。そのような裁判例をいくつか紹介する。
⑴ 裁判所が裁判員に刺激証拠を閲覧させたことが違法であるとして
国家賠償請求された事案（裁判員ストレス国賠訴訟)20）

福島地裁郡山支部にて行われた強盗殺人事件の裁判員裁判で、裁判員の
職務を務めた女性が急性ストレス障害（ASD）を発症した。その障害の
原因が裁判員裁判にあり、裁判所が裁判員に刺激証拠を閲覧させたことが
違法であるとして、国家賠償請求された事案である。原告が裁判員として
参加した裁判では、被害者の遺体写真、殺害直後の現場写真、犯行に用い
られた凶器（写真は全てカラー写真であった）、被害者による断末魔のよ
うなうめき声の入った通報の音声が証拠として取り調べられ、問題となった。
請求を受けた裁判所は、裁判員裁判では、凄惨な証拠が取り調べられ直
視しなければいけない事態が生じ得る場合もあり、裁判員に相当重い精神
的負担を強いることが予想されるとした上で、そのような事態を回避する
ために裁判員法16条や同条⚘号及び辞退事由を定めた政令による辞退の弾
力的運用や、証拠の厳選、取り調べ方法の簡略化といった審理手続上の工
夫等の努力が積み重ねられることにより、裁判員の職務等に伴う精神的負
担は、相当程度軽減できる蓋然性が高いとした21）。
しかし、このような運用や工夫を適切に行っていれば本件原告が障害を
発症するという事態は回避し得た可能性は否定できないが、これらを適切
に行っていたとしても回避し得なかった可能性も否定できず、発症したこ
とをもって、裁判員制度の実現により課される国民の負担が合理的な範囲
を超えているとは必ずしも言えないと判断した（＝証拠の許容性の肯定）。
加えて、問題となった証拠は当該裁判員裁判の争点に関係し、公訴事実及
び情状の立証に必要な証拠であり、公判廷で取り調べられるべき証拠とし
ての相当性もあると判断された（＝証拠調べの必要性の肯定）。
この裁判での判決を契機に、証拠となる遺体写真等の白黒化やイラスト

立命館法政論集 第23号（2025年)

166



化などの試みがなされ、裁判員に対する事前告知等の負担軽減措置が検討
され、実施されるようになった22）。
⑵ 第一審が証拠調べの必要性を否定して刺激証拠を取り調べな
かったことを「不相当」として控訴審が職権採用した事案23）

犯行態様が争点となった強盗致死傷等事件で、原審検察官が取り調べ請
求した刺激証拠を原審裁判所が却下したところ、控訴審裁判所が証拠調べ
の必要性・相当性があるとして職権採用した事案である。統合捜査報告書
にあった被害者の創傷部位の写真及びイラストが問題となった。
控訴審裁判所は、暴行態様等の事実関係に食い違いがあると争点整理さ
れていたのだから、その重要な判断資料となり得る負傷状況の、最低限の
イラストについては、公判前整理手続で既に証拠調べの必要性・相当性は
存在していたとした。そのため、第一審が証拠調べの必要性・相当性がな
いことを理由に、刺激証拠を取り調べなかったことを「不相当」と判断し
た（＝証拠調べの必要性の肯定）。
⑶ 専門家証人の証言の信用性を判断する際に刺激証拠を見る必要
があるのかが争われた事案24）

遺体の傷の発生原因（被害者の傷が転倒した際に打ちつけた傷か、暴行
によって生じた傷か）が争点となった傷害致死事件において、専門家証人
の証言の信用性を判断するにあたり、裁判所が遺体の傷そのものを見る必
要性が高いとはいえないとした事案である。専門家証人作成の鑑定書に添
付された遺体の傷の拡大写真、検視調書に添付された非常に鮮明な遺体の
傷の写真等の証拠採否が問題となった。
弁護人は、裁判所が、傷の性状が何を原因として生じたものかを判断す
るためには、当該写真及び当該検視調書が最適かつ優良な客観証拠である
と主張したが、裁判所は、専門的知識のない裁判所は当該写真や検視調書
を見ても正確に理解することは困難であるとした。そのため、専門家証人
に説明してもらうことが重要であって、その説明の際に利用する資料とし
ては、当該写真や検視調書自体でなくとも、その代替である傷のイラスト
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でも足りる。よって、裁判所が専門家証人の証言の信用性を判断するには、
いずれの証人が専門家としての知見に基づき合理的に証言しているかが重
要であり、それを判定する上で、当該写真及び検視調書の内容そのものを
見る必要は高いとはいえないと判断した（＝証拠調べの必要性の否定）。
⑷ AHT の認定が争われた事件で被害児童の写真の証拠調べの
必要性が否定された事案25）

被害児童の死因が単なる転倒・転落等によるものなのか、頭部に強い衝
撃を与える何らかの暴行あるいは揺さぶり行為（AHT＝乳幼児の虐待に
よる頭部外傷）によるものなのかが争点となった事件である。その控訴審
において、第一審裁判所が過度に刺激証拠を忌避する態度を取ったために、
検察官が事実上証拠の制限を受けたことが訴訟手続の法令違反になると主
張した事案である。被害児童の解剖鑑定書、本件前及び搬送後等の被害児
童の写真を添付した報告書が問題となった。
検察官は、原審裁判所が過度に刺激証拠を忌避する態度を取ったことか

ら、原審検察官は当該解剖鑑定書及び写真添付報告書につき、証拠請求を
断念して撤回せざるを得ず、医師の証人尋問の際に解剖写真を示すことも
避けざるを得ないなど、事実上証拠が制限され、審理不尽のまま判決に
至った違法があると主張した。
これに対して、裁判所は、原審記録を見ても公判前整理手続での具体的
な経過に即して検討され、当該証拠は原審検察官が立証のために必要では
ないと判断するに至ったものと認められるとした（＝証拠調べの必要性の
否定）。よって、刺激証拠が証拠として原審審理に顕出されなかったとし
ても、それは原審検察官の立証方針に基づくものであって、この点におい
て審理不尽があったと言われる理由はないと判断し、訴訟手続に法令違反
はないと結論を出した。
⑸ 遺体写真が刺激証拠に該当し、法律的関連性を欠くか否かが
争われた事案26）

被害者の遺体の状況等を立証趣旨として、検察官が請求した死体解剖時
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の被害者写真を採用して取り調べた第一審において、遺体写真が刺激証拠
に該当し、法律的関連性を欠き訴訟手続に法令違反があったと弁護人が主
張した事案である。被害者の遺体外観写真や内臓の写真が問題となった。
裁判所は、争点との関連性が明らかに認められ、証拠としての必要性も
高いものであったことを認めた上で、解剖医によって死亡直前の状況との
相違点についても十分に説明がされ、一部についてはマスキングも施され
ていたことから、法律的関連性が欠ける証拠とまではいえないとした（＝
証拠の許容性の肯定）。
また、原審裁判所がいうように、裁判員等の理性的な判断が妨げられた
と疑わせるような事情もないと判断した。よって、遺体の写真がそれを見
る者に痛ましさや悲惨さを感じさせるとの弁護人の指摘を踏まえても、本
件においては、適切な代替証拠がなかったこともあり、原審裁判所が、本
件写真を採用したことはやむを得ない事情があったといえ（＝証拠調べの
必要性の肯定）、訴訟手続に法令違反はないと結論付けた。
本事案では、被害者の遺体外観写真については、直接的には遺体の外観
を立証し、ひいては争点の認定判断に資するものであったとされ、被害者
の内臓の写真については、直接的には内景（内臓等）の状況を立証し、解
剖医の証言の信用性に資するものであったとしている27）。

第⚓節 現状の問題点
刺激証拠の現状の問題点については、法曹三者や研究者から多くの指摘
がある。これらの意見を基に、問題点についてまとめる。
⑴ 裁判員の負担の強調
第一に、裁判所が裁判員への精神的負担を過度に意識して、刺激証拠の
採否や顕出の方法を検討している点である。
前章で説明したように、検察官・弁護士双方から、裁判所が裁判員の負
担軽減を口実に、証拠調べに職権的介入を行い、証拠の採用を却下したり、
過度な加工を要求したりしているとの指摘がある28）。
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他にも、検察官からは、刺激証拠の運用に関して、たとえ裁判員裁判で
あっても、事実認定に必要な証拠であればこれを取り調べなければならな
いことは当然であり、証拠調べの必要性がある以上、本来はオリジナルの
証拠を取り調べるべきであるとの意見がある。しかしながら実際には、顕
出の際に、裁判員の精神的負担等を考慮して、イラストや白黒写真、反訳
文などの加工・代替証拠を用いることが常態化している。刺激証拠が事実
認定のための証拠であるという前提を抜きにして、オリジナルな証拠の排
除が先にありきの対応になっていないかという指摘がされている29）。
また、血痕の付着した証拠の顕出に関して、例えば犯行現場の写真に血
痕部分があると、赤い色がついているものは血を想起させるから採用しな
かったり、赤色から緑色や青色へ変更したりすることもあれば、全部マス
キングするように求められたことで、結局何が写っているのかが分からな
い状態になったという指摘もされている30）。
弁護士からは、現在の実務に関して、事実認定への不当な影響とは別に、
裁判員の精神的負担が弊害として考慮されているとし、裁判員の精神的負
担を考慮される要素とすること自体は否定することは難しいと考えた場合
でも、それは少なくとも⚑つの要素に過ぎないとの意見がある31）。
また、裁判員経験者からは、裁判員制度導入以前の裁判官裁判では証拠
として取り調べられていたものが、裁判員裁判では同じようにそれらの証
拠を見ることができないのはおかしいのではないかという疑問の声も上
がっている32）。
⑵ 証拠採否の裁判体ごとの対応の差異
第二に、裁判体によって刺激証拠の採否に関する対応が異なっている点
である。
前項にも関連して、検察官からは、刺激性が必ずしも強いと思われない
証拠が、裁判員の精神的負担の大きさを理由に排除される場合があるとの
指摘がされている。血痕が付着した証拠の場合、血の色を変更したり、全
てマスキングするよう求められたりすることがある。他には、現物の凶器
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の場合、形状を写真・模型、重さを文字情報へ変更するように求められる
こともあり、裁判官によって「刺激性」の捉え方に違いがあるとの指摘が
されている。このような対応が、各々の裁判所によって異なることで、刺
激証拠に対する考え方に差が生まれると問題視されている33）。
なお、弁護士によれば、一般の証拠採否に関して、⚑つの立証事実で複
数の証拠を採用したり、複数の証人の話を聞いたりする裁判官もいれば、
裁判員の負担を考慮し公判をできるだけコンパクトにするよう要求する裁
判官もいるため、そもそも裁判官によって証拠採否の考え方に差異がある
という34）。そのような傾向が、とりわけ刺激証拠に関しては問題点として
顕在化しやすいものといえよう。
⑶ 刺激証拠の採否理由が不透明
第三に、現在の刺激証拠の採否基準とされる「証拠調べの必要性」の内
実が不透明な点である。
前節の裁判例から分かるように、ほとんどが証拠調べの必要性について
言及しているものの、その理由が明確に示されている訳ではない。この採
否基準としての「証拠調べの必要性」に基づく判断は、裁判所の裁量によ
る判断であることから、その判断の過程や具体的な内容が判決内容に表れ
ず、外部からは検証しにくいと指摘されている35）。判断基準が明確ではな
いため、判決内容に表れていないと考えられる。また、この判断は職権主
義的な色彩を必然的に伴うため、当事者との関係で、証拠の採否判断の根
拠が不透明にならざるを得ないとの難点がある36）。
⑷ 専門家証人の証言の信用性判断にあたっての刺激証拠の必要性
第四に、専門家証人の証言の信用性を判断するために、刺激証拠を見る
必要があるのかという点についてである。
前節の裁判例⑶の事案では、専門家証人の証言の信用性を判断するには、
証人が専門家としての知見に基づいて合理的に証言しているのかが重要で
あって、刺激証拠の内容までを見る必要性は高いとは言えないと判断して
いる37）。しかし、専門家にも派閥や意見の対立等があり、それが証言に影
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響するのかどうか、証言が信用できるのかどうかが証言だけでわかるのか
という疑問がある。
実際、裁判例⑷の事案では、AHT（＝乳幼児の虐待による頭部外傷）
の認定が争われた。まさにこの AHT については専門家間でその認定の方
法に争いがある。また、AHT 症例の臨床や研究経験があるのかないのか
でも、専門家によって説明される内容には違いが生まれる38）。
裁判例⑸の事案では、被害者の司法解剖時に内臓の写真が取り調べられ
たが、この写真は死因との関係で、「左右の心臓血の色調差や胃粘膜の黒
色斑といった、イラスト等による再現が容易でないと思われる特徴がポイ
ントであったことから、解剖医の証言を正しく理解し、その信用性を判断
するため」に、内臓の写真の必要性が是認されたとの指摘がある39）。
この問題点に関して、検察官からは「遺体の状況を巡って証人の法医学
者の意見が割れるような事件でさえ、写真を見せられないことが多」いと
の指摘がある40）。

第⚔節 小 括
刺激証拠は、罪体や情状を立証する上でわかりやすいというポジティブ
な要素があるが、見た人に厳しい処罰感情を抱かせたり、実際の被告人の
行為よりも重い刑事責任を問うことにつながったりするというネガティブ
な要素もある。その上、裁判員にとって精神的負担を与えるおそれが高い
ため、現状、その採否や公判廷での顕出に対して慎重な姿勢が取られたり、
証拠採用の是非が裁判で争われたりしている。刺激証拠の取り扱いについ
ては、裁判員ストレス国賠訴訟（本章第⚒節裁判例⑴）を機に、裁判員の
精神的負担、トラウマの問題として顕在化され、法曹三者や研究者間でも
より注目されることになった。しかし、精神的負担の問題だけではなく、
裁判所が採否に慎重になったり、証拠調べに過剰に介入したりという、そ
もそもの証拠採否のあり方に関わる問題でもある。
現在、刺激証拠の採否が争われた裁判例や学説を踏まえると、以下⚔つ
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の問題点が挙げられる。裁判員の負担を強調しすぎている点、証拠採否の
裁判体ごとの対応の差異の点、採否の理由が明らかにされていない点、専
門家証人の証言の信用性判断にあたっての刺激証拠の必要性の点である。
これらの問題点を分析・検討すべき点として整理すると、①裁判員に
見せるべき刺激証拠の範囲はどこまで許容されるべきなのかという点と、
②刺激証拠の採否をどのように行うべきであるのかという点に整理され
る。あるべき刺激証拠の範囲については、まずは裁判員の精神的負担とト
ラウマ、国民の司法参加の必要性の観点から、裁判員の負担として許容さ
れる範囲はどこか、当事者の権利保障のためにどの程度証拠採用する必要
があるのかを基準に検討を行う。次に、適正な事実認定・量刑判断の実現
の観点から、刺激証拠の採否について、現在の証拠調べの必要性判断のま
までいいのか、適正手続保障、ひいては被告人の権利保障のためには、ど
のように証拠採否すべきかを検討する。
次章では、裁判員に見せるべき刺激証拠の範囲を明らかにするべく、裁
判員の負担と国民の司法参加のあり方について検討する。

第⚒章 国民の司法参加の意義と裁判員の負担のあり方

第⚑節 裁判員制度の概要
⑴ 裁判員制度導入とその背景
制度導入の始まりは、1999年⚗月に内閣に設置された司法制度審議会が
2001年に出した意見書であった。その意見書では、裁判員制度の導入につ
いて次のように記されている。

訴訟手続は司法の中核をなすものであり、訴訟手続への一般の国民
の参加は、司法の国民的基盤を確立するための方策として、とりわけ
重要な意義を有する。
すなわち、一般の国民が、裁判の過程に参加し、裁判内容に国民の
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健全な社会常識がより反映されるようになることによって、国民の司
法に対する理解・支持が深まり、司法はより強固な国民的基盤を得る
ことができるようになる。このような見地から、差し当たり刑事訴訟
手続について、…（中略）…広く一般の国民が、裁判官とともに責任
を分担しつつ協働し、裁判内容の決定に主体的、実質的に関与するこ
とができる新たな制度を導入すべきである41）。

つまり、国民の司法参加について、これを拡充することによる国民的基
盤の確立は、司法がその機能を十分に果たすために必要とされたのである。
これらの提言を受けて、2004年⚕月に「裁判員の参加する刑事裁判に関す
る法律（＝裁判員法）」が成立し、その⚕年後の2009年⚕月に施行され
た42）。裁判員制度導入にあたり、その提案理由を裁判所は以下のように説
明している。

これまでの裁判は、検察官や弁護士、裁判官という法律の専門家が
中心となって行われてきました。丁寧で慎重な検討がされ、またその
結果詳しい判決が書かれることによって高い評価を受けてきたと思っ
ています。
しかし、その反面、専門的な正確さを重視する余り審理や判決が国
民にとって理解しにくいものであったり、一部の事件とはいえ、審理
に長期間を要する事件があったりして、そのため、刑事裁判は近寄り
がたいという印象を与えてきた面もあったと考えられます。また、現
在、多くの国では刑事裁判に直接国民が関わる制度が設けられており、
国民の司法への理解を深める上で大きな役割を果たしています。
そこで、平成11年度以降検討が進められた司法制度改革の中で、国
民の司法参加の制度の導入が検討され、裁判官と国民から選ばれた裁
判員が、それぞれの知識経験を活かしつつ一緒に判断することにより、
より国民の理解しやすい裁判を実現することができるとの考えのもと
に裁判員制度が提案されたのです43）。
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⑵ 裁判員制度の内容と意義
裁判員制度は、衆議院議員選挙の選挙権を有する国民の中から無作為に
選ばれた者が、裁判員として刑事裁判に参加する制度である（裁判員法13
条)44）。裁判員の役割は、法廷で行われる審理に立ち合い、裁判官ととも
に有罪か無罪か、有罪の場合はどのような刑に処すのかを判断することで
ある45）。裁判員制度の対象となる事件は、地方裁判所で開かれる刑事裁判
であり、法定刑が「死刑又は無期の懲役・禁錮に当たる罪に係る事件及び
法定合議事件（死刑又は無期若しくは短期⚑年以上の懲役・禁錮に当たる
罪（強盗等を除く））であって故意の犯罪行為により被害者を死亡させた
罪に係る事件」（裁判員法⚒条）である46）。
裁判員制度はその導入にあたり、「裁判・判決をわかりやすくし、司法
に対する国民の理解を深めること」（裁判員法⚑条）、「判決に国民の健全
な社会常識を反映させ、司法に対する信頼を高めること」（裁判員法⚑条）、
「裁判の長期化を防ぐこと」（裁判員法51条）の⚓点が、その意義として想
定されていた47）。

第⚒節 刺激証拠にかかわる裁判員の負担と国民の司法参加
⑴ 裁判員の精神的負担と刺激証拠の「刺激性」
刺激証拠の問題点のひとつに、裁判所が裁判員への精神的負担を過剰に
意識して刺激証拠の採否や顕出方法を検討している点が挙げられた。刺激
証拠であったとしても、適正な事実認定に必要な証拠であれば採用するべ
きであるが、裁判員への精神的負担を理由に、オリジナルの証拠の排除が
先にあるのではないかという指摘があった48）。前述のとおり、裁判員への
負担が意識され、負担軽減措置を取る契機になった裁判が、裁判員ストレ
ス国賠訴訟（前章第⚒節裁判例⑴）である。
この裁判は、裁判員の職務を務めた女性が、刺激証拠を閲覧したことで
急性ストレス障害（ASD）を発症したとして国家賠償請求した事案であ
る。原告が裁判員として参加した裁判では、被害者の遺体写真、殺害直後
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の現場写真、犯行に用いられた凶器の写真（写真は全てカラー写真）、被
害者による断末魔のようなうめき声の入った通報の音声が証拠として取り
調べられた49）。
意見陳述において、原告はこれらの証拠の取り調べに立ち会い、血の海
だった現場の様子が頭から離れなかった、証拠調べのあとの昼食では具合
が悪くなって、食べたものを吐いてしまったと語っている。さらに裁判員
を務め終えた後も、食事を作れなくなったり、不眠になったり、何かにつ
けて突然事件のこと、モニターに映された映像を思い出し、フラッシュ
バックするようになった。そのことで仕事にも支障をきたすようになり、
医師から ASD であると診断された。判決から半年経った本件提訴時にお
いても、フラッシュバックは続き、悪夢や幻聴に苦しめられ、肉料理を
作ったり食べたりすることができなくなったとも述べている50）。
裁判所は、原告が本件裁判員裁判に参加して、その後に ASD を発症し
たこととの間には、相当因果関係があると認められるのが相当であるとし
た。また、裁判員裁判の対象事件である重大事件では、凄惨な証拠が取り
調べられ直視しなければいけない事態が生じる場合もあり、裁判員に相当
重い精神的負担を強いることが予想されるとした。しかしながらその上で、
裁判員辞退の弾力的運用や審理手続上の工夫で、裁判員の職務等に伴う精
神的負担は相当程度軽減できる可能性が高いとして、本件請求は棄却され
たのである51）。
本件原告が診断された ASD は、生命や身体の危機を伴うような外傷的
出来事に曝されたことを契機に発症する精神障害である。例えば、命が脅
かされるような強い衝撃的出来事を経験した場合、このようなトラウマ的
出来事の直後又はその間に始まり、およそ⚑ヶ月弱続くもののことを指す。
その症状が⚑ヶ月以上続いたなら心的外傷後ストレス障害（PTSD）と診
断される。PTSD も同じように生死に関わるような、恐ろしい体験をし
た人に見られることの多い、行動的、感情的な反応のことである。
これを経験すると、特に悪夢、白昼夢（非現実的な空間）、事件を思い
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出させるものに感じる激しい苦痛、不眠など、たびたびフラッシュバック
の症状が出る52）。しかし、人々が同じ衝撃的出来事に遭遇したとしても、
それに対するトラウマ対応はさまざまである。非常に個人差があり、普段
からしっかりしている、頼りになる人であっても、トラウマ反応を強く示
すか否かということとはあまり関係がないとされている53）。
本件訴訟で原告が述べた、不眠や突然事件のことを思い出してフラッ
シュバックしたり、悪夢や幻聴に苦しめられたりする症状は確かに ASD
に該当し、半年経っても症状が続いていたことから PTSD に罹っていた
と考えられる。この訴訟から、刺激証拠を閲覧することで裁判員が
PTSD になる可能性がありうると言える。そして、原告の意見陳述から
刺激証拠の「刺激性」というのは、直に体験・目撃していなくても頭の中
で再現できたり、思い出すのを繰り返してしまったりするほど衝撃が心に
残るもの、また、死と結びつけて考えられるものが該当するのではないか
と考えられる。
⑵ 司法への市民参加と刺激証拠に関する諸外国の心理学研究と
取り組み
諸外国でも、日本の裁判員制度のように市民が司法参加する制度があり、
そこに参加した市民がグロテスクな証拠（刺激証拠のこと。残酷なビジュ
アル証拠ともいう）を見る機会がある。そのようなグロテスクな証拠を、
証拠として陪審員に提示することでどのような反応が得られるのかという
心理学研究が行われている。
松尾加代によれば、1977年のダグラスらの研究、2006年のブライトらの
研究では、殺人事件の裁判において被告人が犯行を否認しているといった
シナリオを用意した上で、死体の傷の写真などのグロテスクな写真と、そ
うではない写真を分けて見せ、実験参加者の判断にどのような影響を及ぼ
すのか検証されたという。実験の結果、どちらの研究においても、死体や
傷の写真などのグロテスクな写真が、怒り、嫌悪、動揺、悲痛などの感情
を実験参加者に抱かせ、被告人が有罪であると判断する割合を高めた54）。
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感情的な要因に対する影響は、判断をする裁判員の個人特性によって大き
く異なることは想像に難くないものの、これらの研究からグロテスクな証
拠は見る者にさまざまな感情、被害者に対する同情や悲痛、被告人に対す
る怒りなどを引き起こす可能性が高いと言えるであろう55）。
また陪審制度を行うアメリカでは、こうした心理学研究における実験の
結果だけではなく、陪審員裁判においてグロテスクな証拠（刺激証拠）を
見た、陪審員へのストレスに関する実情が報告されている56）。特に殺人や
重大事件の審議で強いストレスを感じることがあり、不安や不眠、頭痛や
高血圧、アルコールの大量摂取といった症状がある。
一方でアメリカでは、それらのストレス緩和対策として、審議前の介入
と審議後のディブリーフィング（原文ママ）が行われていることが指摘さ
れている57）。審議前の介入では、陪審員が感じる可能性のあるストレスの
種類とそれに対する対処方法について説明を受けることで、ストレス自体
への免疫を高めることを目的としている。審議後のディブリーフィング
（原文ママ）では、審議中に感じた感情を他の陪審員と共有したり、話し
合ったりすることで、ストレスのコントロール方法を学ぶことを目的とし
ている58）。このように、陪審員らに対する心理カウンセリングを行うこと
でトラウマの軽減を図っている59）。
日本でも、刺激証拠を見た裁判員への負担軽減の対策として、裁判員の
メンタルヘルスサポート窓口が設けられたり、元裁判員同士が意見を交換
できる場所「裁判員経験者ネットワーク」での交流会が行われたりしてい
る。しかし、当該窓口には利用回数制限があるほか、当該交流会に関しては
実際に参加する元裁判員の数が少人数にとどまっているとのことである60）。
⑶ 裁判員の職務と苦役の関係
裁判員ストレス国賠訴訟や諸外国の心理学研究及びそれに基づく対応か
ら、刺激証拠が裁判員へ精神的負担をもたらす可能性があることがわかっ
た。その上で、裁判員の職務に関してその義務や負担がどこまで求められ
ているのか、そして刺激証拠を見ることによる精神的負担を負ってまでも
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国民が司法参加する意義はどこにあるのかが重要な問題となる。
平成23年11月16日に裁判員制度合憲判決が出された裁判では、裁判員の
職務等が憲法18条後段で禁ずる苦役に当たるのか否か等が争点となった。
裁判所は、裁判員の職務等によって、国民に一定の負担が生じることは否
定しなかった。そして、裁判員制度の趣旨が、裁判官とともに司法参加す
ることにより、司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に資する
ものであることを挙げ、「この制度が国民主権の理念に沿って司法の国民
的基盤の強化を図るもの」であるとして、国民に負担はあるものの、国民
の権利性に基づく職務であることを示した61）。
しかし、裁判員の職務の苦役性については、「裁判員の職務等は、司法
権の行使に対する国民の参加という点で、参政権と同様の権限を国民に付
与するものであり、これを『苦役』ということは必ずしも適切ではない」
とし、加えて辞退に関して柔軟な制度を設けていることや、旅費や日当等
の支給による経済的措置も施しているといった事情も踏まえて、裁判員の
職務等は憲法18条後段が禁ずる「苦役」には当たらないと結論付けたので
ある62）。
⑷ 国民の司法参加の意義
前項の裁判員制度合憲判決においては、憲法が国民の司法参加を許容し
ているのか否かも争点となった。裁判所は、国民の司法参加と適正な刑事
裁判を実現するための諸原則は、十分調和させることが可能であり、憲法
上国民の司法参加がおおよそ禁じられていると解すべき理由はなく、国民
の司法参加に係る制度の合憲性は、具体的に設けられた制度が、適正な刑
事裁判を実現するための諸原則に抵触するか否かによって決せられるべき
ものであると判断した。つまり、憲法は国民の司法参加を一般的には許容
しており、国民が司法参加する制度を取り入れる場合には、その内容が適
正な刑事裁判を実現するための諸原則に抵触しない限り、立法政策に委ね
ていることになる63）。
その上で、国民が司法参加する意義と司法参加する必要性については、
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自分の住む社会がより良くなるよう一人一人が進んで関わり、たとえ自分
が参加したことで裁判の結果が変わらなかったとしても、自分の意見が十
分に尊重されていると納得できることが、刑事手続が適切に運用されてい
るという認識につながると考えられる。そして、この納得感を得るために
は、信頼ある基盤のもと司法に参加し、そこに自身の意見が反映されてい
ることが必要で、それに加えて適正に実施・運用されているかを監視、確
認することも必要であろう64）。
確かに、傍聴や法教育により納得感を得たり、裁判の公開を通じて監
視・確認したりすることもできる。しかし、裁判員として裁判手続に加わ
ることで、より直接的に意見を反映させたり、実際に評議に参加したりす
ることができるのである。傍聴や法教育では十分になし得ない評議室内で
の議論に対するチェック機能や、個人の尊重の観点から、また国の主権者
としての観点から、刑事手続が納得できるものであるのか否かを確認する
ため、国民の司法参加は必要であると考える。
⑸ あるべき裁判への市民参加と裁判員の負担のあり方
裁判員制度合憲判決では、憲法が国民の司法参加を許容し、具体的な制
度内容は適正な刑事裁判を実現させるための諸原則に抵触しない限り立法
政策に委ねられること、裁判員の職務等が苦役には当たらないことが示さ
れた。そして、国民の司法参加の意義について、判断者として参加するこ
とによる評議へのチェック機能や、個人の尊重・国の主権者として納得感
を得ることが挙げられた。
これらのことを踏まえて、裁判員に対し刺激証拠をどの範囲で提示すべ
きかについて、適正な刑事裁判の諸原則を守ることと、裁判員に一定の負
担があることは許容しつつも、それが苦役に当たらない範囲であることが
必要となろう。これら双方の視点から、適切な採否基準で厳選・顕出され
た刺激証拠が提示されるべきである。そして、実際の裁判員の負担につい
ては、それが苦役となりうる事態を回避するために、個人に応じた事後の
サポートを行っていくことが望ましいと考えられる。
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PTSD や ASD のような心的外傷を受けやすい人を事前に見分けられる
ようであれば、確かに裁判員の重い精神的負担は減少させることができる
かもしれない。しかし、トラウマ反応は非常に個別性が高く、個々人のプ
ライベートに深く踏み入ったアセスメントを行ったとしても事前判断する
ことは極めて難しい。そのため、アメリカの取り組みであったように、同
じ裁判を経験した裁判員同士のデブリーフィングといった事後的なサポー
トがより必要になると考える。
先述のとおり、現状、裁判員のメンタルヘルスサポート窓口や、裁判員
経験者ネットワークでの交流会といった取り組みがあるものの、十分に機
能しているとは言い難い。事後的なデブリーフィング等のサポートの充実
を企図した、何らかの新たな取り組みが必要であろう。裁判への参加が負
担の大きいものであるからこそ、同一の事件を担当した裁判員同士での共
有や相互サポート、それも裁判後速やかなサポートを行うことでよりトラ
ウマの軽減につながるであろう。

第⚓節 小 括
刺激証拠を見ることで、裁判員に PTSD といった重い精神的負担をも
たらす可能性があることがわかった。それでもなお国民の司法参加は、国
民にとって権利性のある行為、つまり無理やり参加させられる苦役ではな
く国の主権者としての権利行使であり、加えて、適正な刑事手続の実現、
また司法に対する主権者としての納得感を得ること、個人の意見が尊重さ
れることといった意義があり、司法参加そのものは促進されるべきであろ
う。ただ、その際の裁判員の負担は、苦役に当たらない負担にとどまるも
のでなければならず、事後サポートも必要であろう。
しかし、刺激証拠の適切な採否のあり方を考える上では、事実認定や量
刑判断にネガティブな影響を与える以上、裁判員の視点からだけではなく、
当事者の視点、とりわけ被告人の権利保障の視点からも検討する必要があ
る。適正手続保障の要請（憲法31条）に応えるためには、当該刺激証拠を
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採用するか否かの結果ではなく、どのような判断基準に基づき採否が決め
られたのかという過程が重要である。そのため、本章で検討した裁判員の
精神的負担の問題だけではなく、どのように採否すべきかという証拠採否
の問題を検討する必要がある。この点は、本稿の冒頭でも述べたとおり、
刑事裁判における証拠採否のあり方自体、必ずしも一定の刑事訴訟法学的
な通説、とりわけ証拠採否の具体的基準に則った実務がなされていない点
に起因する問題であるため、証拠採否のあり方に立ち返った検討が必要で
あろう。
そこで次章では、刺激証拠の採否について、そもそもの刑事裁判におけ
る証拠採否のあり方に立ち戻りつつ、裁判員にどの範囲で提示すべきなの
か、現状の採否基準の是非など、適切な事実認定のための刺激証拠の採否
のあり方について検討する。

第⚓章 適切な事実認定と刺激証拠の採否のあり方

第⚑節 現在の刺激証拠の採否をめぐる議論
⑴ 現在の刺激証拠の採否基準
刑事裁判における一般的な証拠調べ請求の採否基準につき、判例・実務
は、たとえ証拠能力および関連性を有する証拠が取り調べ請求された場合
であっても、証拠調べの必要性の有無を基準に証拠決定を行えるという立
場をとっている65）。この証拠調べの必要性（広義）は、証拠の実質的な価
値の程度を意味する「証拠調べの必要性（狭義）」と、判断者の混乱や誤
解を招くなど証拠調べに伴う弊害の程度を意味する「証拠調べの相当性」
を総合考慮して判断されている66）。
同様に、現在の刺激証拠の採否についても、当該刺激証拠で何を証明し
ようとするのか、その証明しようとする事実との間に狭い意味での関連性
があるのかどうか（狭義の証拠調べの必要性に当たる部分）、それを用い
ることに伴う弊害はどの程度か（証拠調べの相当性に当たる部分）によっ
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て判断されている。後者の刺激証拠を用いることに伴う弊害には、裁判員
が受ける心理的負担の問題や、裁判員が感情をかき立てられることによる
冷静な判断への影響が考慮されている67）。
⑵ 現在の採否基準に対する議論
法曹三者や研究者からは、この一般的な証拠の採否基準について多くの
問題点が指摘されている。
現行の刑事訴訟法は訴訟当事者に証拠調べ請求権を保障しているものの

（刑事訴訟法298条⚑項）、「証拠請求に対する採否の裁判の形式を決定と定
めるだけで（規則190条⚑項）、採否の基準を明文で規定して」おらず、決
定に至るまでの基準が明文化されていない68）。そのため、裁判所の裁量判
断となり、その判断の過程や具体的な内容が判決内容には表れにくく、証
拠採否の判断の根拠が不透明にならざるを得ないこと、それゆえ外部から
は検証しにくいことが問題点として挙げられている69）。このような曖昧な
概念で裁判所に広範な裁量が与えられた採否基準で証拠の範囲を決定して
いくことは、被告人の防御活動をより制約することにつながりかねず70）、
また証拠請求といった当事者の重要な権利が蔑ろにされてしまうという懸
念の声が上がっている71）。
刺激証拠の採否についても、その採用を却下する場合に裁判所が「必要
性なし」と理由を付けてそれ以上の説明をしないことに問題があるとし、
証拠調べの必要性で片付けるのではなく、不当な偏見を生じさせるため法
律的関連性がないと論じるべきであるとの指摘がある72）。他にも、現在の
実務では事実認定への不当な影響とは別に、裁判員の精神的負担が弊害と
して考慮されている点について、裁判員の精神的負担を考慮することも一
要素ではあるものの、採否の判断は一次的には当事者に任せられるべきも
のであって、当事者の意見を尊重すべきとの声もある73）。
証拠の採否基準について、現状の証拠調べの必要性ではなく、法律的関
連性や証拠の許容性審査を用いるべきであるとの意見がある74）。しかし、
証拠調べの必要性判断が妥当であるかどうかは、刺激証拠や裁判員裁判に

裁判員裁判における刺激証拠の適切な採否のあり方（袖崎)

183



限らず、一般の証拠採否や裁判官裁判でも問題になることである。そのた
め、次節からは一般の証拠採否に立ち返っての検討を行い、それらを元に
刺激証拠の適切な採否のあり方について考える。

第⚒節 証拠調べの必要性と証拠の関連性
⑴ 証拠調べの必要性が用いられてきた理由
現在の採否基準である「証拠調べの必要性」では、裁判所に広範な裁量
を与えてしまっており、加えて、採否の理由を示さなくてもいいため、判
断するときの指針や枠組みが曖昧になっている。これは、刺激証拠の問題
点として挙げた裁判体ごとで対応や考え方の差異を招き、被告人の防御活
動の制約や当事者の立証活動の不当な制限にもつながる。このような問題
点のある採否基準を用いている理由のひとつに、証拠能力の要件としての
「証拠の関連性」概念が有効に機能してこなかったことが挙げられている75）。
⑵ 証拠の関連性とは
刑事裁判では、事実認定は証拠によって行わなければならないと規定さ
れている（刑事訴訟法317条、証拠裁判主義）。そして、「刑事裁判の過程
で当事者によって提出される『証拠』は、当該裁判において意味のある事
実の存否を推認させるものでなければならない」とされ、「当該裁判にお
ける事実認定の過程に何ら意味のない証拠は証拠調べの対象から排除すべ
き」ということになる76）。証拠の関連性は、公判で取り調べられる証拠の
範囲を選別・限定する際に用いられ、「証拠が要証事実の存否の判断に役
立つ蓋然性」のことを指す77）。そして、「関連性のある証拠は特に排除す
べき理由がない限り、許容される」というのが大原則である78）。この証拠
の関連性は証拠能力の要件のひとつである。
証拠能力とは、「ある証拠について法廷において取り調べる資格がある
か否かを問う、証拠の許容性を意味する概念」である（刑事訴訟法317
条)79）。証拠能力があると認められた場合には、「その証拠が法廷において
取り調べられる資格があり、証拠として用いるのが許容され」たこととな
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る80）。証拠能力を認める要件として、①自然的関連性があること、②法
律的関連性が否定されないこと、③証拠禁止に当たらないこと、が挙げ
られる。①自然的関連性は、「論理則、経験則にてらし、証拠が、実体法
的または訴訟的事実の認定に影響を与える蓋然性があること」を指す（問
題となる事例：科学的証拠等)81）。②法律的関連性は、「必要最小限の証明
力があるように見えても判断者の事実認定を誤らせるおそれがあるときに
証拠能力を制限するもの」である（問題となる事例：悪性格証拠、伝聞法
則、前科証拠等)82）。最後の、③証拠禁止は、証明力があったとしても、
それと関係なく適切な手続を維持するために証拠を排除する観点のことで
ある（問題となる事例：違法収集証拠排除法則等)83）。
証拠能力が認められた証拠は法廷で取り調べる資格を有したことになり、
次に証明力が問題となる。証明力は「証拠として資料を取り調べたときに、
事実認定にどの程度影響を及ぼすかを議論するための概念」であり、証明
力が高いと判断された場合には、「その証拠が事実認定に大きく影響し、
特定の事実を認定することに役立つ」ということになる84）。
⑶ 証拠の関連性概念が機能しなかった理由
関連性概念が機能してこなかった理由のひとつに、要証事実の肥大化が
挙げられる。要証事実は、事件の経緯や背景事情といった事実についても
一応含めて考えるのが一般的である85）。このような犯罪の成否に関して、
事件の経緯や背景事情といった事実が争点とされた場合、犯罪の成否に関
する事実（罪責に関する問題）と情状に関する問題（刑罰に関する問題）
とは特に明確な段階を分けることなく、同一の手続内で審理されるため、
要証事実の範囲はかなり広くならざるを得ない86）。
証拠の関連性を認めるためには、証拠が事実の存否の可能性を変化させ
る見込みがあればよいとされており、その存在を認めるためには、必要最
小限の証明力があれば足りるとされている87）。しかし証拠は、とりわけ情
況証拠の場合、要証事実と何らかの関連性を持つことが多い88）。そのため、
犯情に若干なりとも関係する事実について、当事者の立証活動を緩やかに
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許容すると、審理はいたずらに長期化することになり、迅速な裁判の要請
（憲法37条）に反する結果となる。しかしながら、事件の経緯や背景事情
に関係して請求される証拠の中で、必要最小限の証明力を有していないと
までいえるものが含まれていることは、少ないのではないかと指摘されて
いる89）。
これらの点から、証拠の関連性概念だけでは、公判で取り調べる証拠を
選別し、証拠調べの適切な範囲を限定することは難しく、有効に機能して
こなかった90）。そのため、重複立証の制限や訴訟経済、推認力の弱い間接
事実の除外、判断者の混乱・誤解の防止など、多様な要因を考慮すること
ができ、なおかつ、その判断も裁判所の合理的な裁量に委ねられている証
拠調べの必要性概念が証拠を絞り込むという役割を果たし、裁判所にとっ
ては使い勝手の良い道具として扱われてきたという指摘がある91）。

第⚓節 一般の証拠採否の判断基準のあり方
現状の証拠採否の判断は、関連性概念が機能してこなかったこと、多く
の要素を考慮することができることから「証拠調べの必要性」判断が用い
られてきた。しかし、その必要性判断にはさまざまな問題があることがわ
かった。そこで、法曹三者や学者の見解をここでは⚔つ取り上げ、それら
を元に証拠採否の基準について検討する。
⑴ 自然的関連性を純化し、証拠調べの必要性概念、相当性概念を
残すべきとする説（笹倉説）
笹倉宏紀は、証拠の関連性（いわゆる自然的関連性）には⚒つの要素が
あるとしている。それは、①要証事実との関係で必要最小限の証明力を
持っているのか（最低限の証明力を持っているのか）、②その証拠によっ
て証明される事実が訴訟における結論の決定に有意なのか（証拠の重要性、
証明力が高いのかどうか）である。そして、関連性の本来の役割は、「証
明対象とされる事実が当該訴訟において法的に有意か否かを問うもの」で
あるという92）。
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笹倉は、証拠の採否基準について、必要性概念や相当性概念を理由に排
除するのが不適切だからといって、これらの概念を証拠法から消去すべき
ではないとしている。自然的関連性を純化（法律的関連性を含まない）し、
関連性判断だけでは絞り込めなかった部分については必要性概念や相当性
概念を用いて判断することとしている。
なぜ法律的関連性を含まないのかについて、従来、法律的関連性の問題
として議論されてきた悪性格証拠や伝聞証拠は、判断を誤らせる危険性が
あるかもしれないということの他に、そもそも証拠価値がない、証明力が
ない可能性がある。これは、法律的関連性が否定された場合、証拠能力が
否定され、証明力はゼロになるからである。しかし、刺激証拠の問題は証
拠価値が十二分にあるものの、精神的負担や心証形成に難があるというこ
とであって、従来、法律的関連性で議論されてきたものとは質が違うとし
ている93）。このことから、法律的関連性を含まない関連性で判断しようと
する。
ただ、自然的関連性の⚒つの要素（証拠の実質的な価値と証拠の重要
性）では、絞り込みに限界があり、重複立証の制限や訴訟経済の要請に応
えるためにも、必要性概念や相当性概念で判断する部分はどうしても残る
ため、排すべきではないとしている。しかし、必要性概念や相当性概念は
その内容が多義的であるため、それら以外で説明できるのであれば、そち
らの方がよいとも指摘している94）。
⑵ バランシングテストによる審査にするべきとする説（佐々木説）
佐々木一夫は、まず必要性概念の中に含まれる要素について法律的関連
性と似通っており、証拠の関連性と証拠調べの必要性の概念が錯綜してい
る点を指摘している。そして、必要性概念で判断してきたことの中身をよ
り個別具体化していくべきであると提案している。その具体的な内容につ
いて、アメリカ連邦証拠規則（以下、「証拠規則」とする）の採る比較衡
量による判断手法（バランシングテスト）が、日本においても基本的に妥
当すると考えてよいとしている95）。

裁判員裁判における刺激証拠の適切な採否のあり方（袖崎)

187



このバランシングテストは、証拠規則403条にある証明力と、証拠調べ
に伴う不利益とのバランシングによる証拠排除の規定のことである96）。詳
しくは、関連性の有する証拠の証明力に対して、証拠調べによってもたら
される不当な予断等により、事実認定を誤る危険性がその証明力を上回っ
た場合、その証拠は排除されるという利益衡量審査のことを指す97）。日本
とアメリカでは、一般の人々が事実認定の主体となる制度であるという点
や、事前に不適切な証拠を排除する点で共通性があり、日本で議論があま
り進んでいない部分でもこのような概念がすでにあるという点で参考にな
ると指摘している98）。
⑶ 必要性概念を捨てて関連性を具体化していくべきとする説
（趙説）
趙誠峰は、現在では、裁判員裁判を機に必要性概念が肥大化し、「必要
性」の言葉の中に多くの要素が取り込まれていることから、「必要性」概
念を捨てて「関連性」概念によってあらためて証拠調べの範囲を選別・限
定する方向性をとるべきとしている。
趙は、現在の「必要性」概念ではなく、その中身を具体化することを目
指している。その具体的な内容について、証拠規則403条を参照して、
「『不当な偏見』、『争点の混乱』、『陪審への誤解』、『不当な遅延』、『時間の
浪費』、『重畳的証拠の不必要な提出』といった（自然的）関連性ある証拠
を排除できる要素をあらかじめ明示（可視化）した上で、関連性判断を行
い、それ以外の要素（たとえば、公判前整理手続における裁判官の心証に
基づく『充実した審理の実現』という要請）によって当事者の立証の権利
が奪われることのないようにするべき」であると提案している99）。
証拠排除の要素として挙げられている「不当な偏見」、「争点の混乱」、

「陪審への誤解」、「不当な遅延」、「時間の浪費」、「重畳的証拠の不必要
な提出」の⚖つの要素は、証拠規則403条で規定されている排除要素で
ある100）。
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⑷ バランシングによる証拠の許容性審査を行うべきとする説
（田淵説）
田淵浩二は、必要性概念で判断するにしても、その中身を個別具体化す
ることが必要であり、裁判員裁判において、裁判員に与える影響も考慮に
入れた、バランシングテストによる証拠の許容性審査が正当であると提案
している。
田淵は、許容性審査の具体的な内容として、「証明力の低い証拠を取調
べることが、誤判の危険を高め（重複立証による事実の強調や、争点の混
乱化、あるいは注意力の減退を狙った立証も含まれる）、あるいは相手側
に不公正な不利益（何が不公正かは相手方に許容された立証との関係で相
対的に判断する必要がある）を与える場合には、証拠の許容性は否定され
るべき」としている101）。つまり、当該証拠の証明力と、誤判の危険を高
める、もしくは相手側に不公正な不利益を与える可能性とのバランシング
によって証拠排除をすべきかの審査を行うべきということである。
⑸ 一般の証拠採否の判断基準のあり方
現状の証拠の必要性判断は、裁判所が多くの要素を考慮することができ
るために、判断者のための必要性、判断者にとって使いやすい必要性概念
に基づく判断であると考えられる。その中身は、「証拠調べの必要性（狭
義）」と「証拠調べの相当性」を総合考慮する「証拠調べの必要性（広義）」
である。
しかし、この中身を詳しく見ると、証拠の実質的な価値の程度を意味す
る狭義の必要性判断は、自然的関連性とも証明力とも捉えることができる。
その意味では自然的関連性の概念を一定取り込んでいるものの、これは純
粋な自然的関連性ではなく、数多の要素を取り込んでの「必要性」になっ
ていると考えられる。
また、証拠調べの弊害を意味する相当性判断の実質は、法律的関連性の
概念に基づく判断であるとも捉えることができる。つまり、その中身は証
拠の関連性と似通っており、必要性概念の影に、実質的には関連性概念に
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関する判断が隠れてしまっているのが現状であろう。
このような概念に基づく裁判所の判断は、ここまで述べたとおり、不透
明・不公平なものになりやすい。結果として、裁判所に広範な裁量を許す
ことにもなる。そこで、判断の指針や枠組みを明確に定めた基準を立てる
ことで、判決内容において具体的理由が示されやすくなることが期待され
る。それにより、判決に対する反証が可能となり、当事者の公正な裁判を
受ける権利（憲法37条）を保障することにつながると考えられる。
この点、一般の証拠採否の判断基準について、筆者は⑷田淵説が妥当で
はないかと考える。現状の証拠調べの必要性概念を用いるのではなく、バ
ランシングによる証拠の許容性審査によって、証拠の採否を判断していく
べきであると考える。そして、事実認定を誤る危険性に加え、相手側（一
方当事者）に不公正な不利益を与える場合にも証拠の許容性を否定するこ
とで、適正手続保障の確保がなされると考える。
一方、他の説をなぜ採り得ないのかについて、以下、⑷田淵説と比較し
ながら検討する。
第一に、⑴笹倉説についてである。笹倉説は、バランシングテストを基
本とする他の⚓説と異なり、自然的関連性を純化していき、証拠の実質的
な価値と証拠の重要性を重視している。ある証拠が必要最小限の証明力を
持つのか否かという自然的関連性だけで、証拠の範囲を決定することは難
しく、絞り込むことはできない。そのため、実務で用いているような証拠
調べの必要性概念や証拠調べの相当性概念が必要になるとしている102）。
しかし、法律的関連性を使って証拠の範囲を絞り込むのではなく、必要
性概念や相当性概念を使用すると、結局のところ裁判所の広範な裁量判断
や判断の曖昧さという、現状抱える問題からは脱却できないと考える。ま
た、証拠の実質的な価値を重視しているという点についても、実質的な価
値がどの程度あるのかという基準は（現状の必要性基準がそうであるよう
に）明白ではないのではないか。
このように、明白でない基準を重視したり、広範な裁量による判断を
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行ったりすると不公正や不利益は排除できない。よって、笹倉説には賛同
できない。
第二に、⑵佐々木説についてである。⑶趙説や⑷田淵説と同様にバラン
シングテストによる解決を目指しているものの、他の⚒説に比して判断要
素の具体化に欠けており、実質的に他に吸収されうるため、佐々木説には
賛同できない。
第三に、⑶趙説についてである。⑷田淵説と同様に関連性概念を具体化
し、バランシングテストを推奨しているところに共通点があり、証拠を排
除する要素に相手側に不公正な不利益を与える場合を追加したところ、趙
説では関連性ある証拠を排除する要素に、証拠規則403条に掲げられた⚖
つの要素を用いた排除要素の明確化を提案しているところが異なる。
どちらの説も、バランシングテストを用いるということは、証拠規則
403条を前提としている。田淵説で誤判の危険性として例に挙げられた、
重複立証による事実の強調や争点の混乱化、注意力の減退を狙った立証は、
証拠規則403条の要素によって証拠排除を判断すべき場合と重なる。しか
し、この証拠規則403条に掲げられた要素は、証拠の採否を判断する際に
考慮される要素としてこれで不足はないのかが問題となる。証拠の範囲を
決定することは、被告人の権利を保障するため、公正な裁判を実現するた
めにも重要な判断であるため、証拠の採否を判断するための要素も、被告
人の権利保障の確保を軸にして考えられるべきである。
証拠規則403条に挙げられた要素は、「不当な偏見」、「争点の混乱」、「陪
審への誤解」、「不当な遅延」、「時間の浪費」、「重畳的証拠の不必要な提
出」の⚖つである。前者の⚓つの要素は主に被告人の権利を保障する要素
と捉えられうる（もちろん、「不当な偏見」や「争点の混乱」を避けるこ
とは、判断者にとって必要な要素でもある）。後者の⚓つの要素は、基本
的には訴訟経済の要請に応えた要素といえる。ただ、憲法37条で迅速な裁
判を受ける権利が保障されていることから、後ろの⚓つも部分的には被告
人の権利を保障する要素とも言えるであろう。
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しかしながら、拙速な裁判には問題があるとしても、意図的に遅く進行
されている裁判や、たとえ意図的ではなくても、どのくらいの時間が経過
してから不当な遅延と言えるのか、時間が浪費されていると言えるのかと
いう判断には幅がある。この点は、その解釈に判例上も幅があり、これら
の要素を基準に判断したとしても、訴訟経済の観点のみが重視された証拠
採否の判断がなされてしまうおそれがある。
そのため、田淵説では、「相手側に不公正な不利益を与える」場合とい
う判断要素を追加することで、当該証拠が取り調べられるべきか否かを、
裁判所の視点ではなく訴訟当事者の視点から判断されるべきであることを
確保しようとしているものと思われる。趙説とは異なり、この要素を加え
ることで、証拠規則403条の要素をより最適化しようとしたと捉えること
ができるであろう。
また、裁判員裁判を契機に証拠調べ請求にあたって、証拠の厳選（刑事
訴訟規則189条の⚒）が要求されるようになった103）。しかし、田淵は「証
拠の許容性審査だけでは『証拠の厳選』（刑訴規則189条の⚒参照）はでき
ない」とする104）。それは、厳選されて争点に関係するものとして採用さ
れうる証拠と、許容性が肯定されて採用されうる証拠は、必ずしも同一で
はないということであろう。例えば、争点に関係あっても許容性が否定さ
れる証拠や、許容性は肯定されるものの、実際には裁判所から排除される
証拠も考えられうる。そのため、田淵説では「相手側に不公正な不利益を
与える」場合という要素を加えることで、そのような証拠を排除する、あ
るいは、許容性がある限りは訴訟当事者が取り調べるべきであると考える
証拠を、可能な限り採用できるよう企図したのではないか。
これらは、証拠採否判断の適正性を、裁判所視点から訴訟当事者視点に
おいて検討されるべきである、という主張に基づいているといえる。それ
は訴訟の一方当事者である検察官の観点をも重視した証拠採否の判断を行
うべきであるとの主張にも捉えられうる。しかし、適正な事実認定手続や
量刑手続は、応訴を強制され、かつその結果の不利益を被りうる被告人に
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とって、最もその適正性が保障されるべきである。よって、これらの証拠
採否の判断基準は、とりわけ被告人にとって「不公正な不利益を与えな
い」ものであるか否かが問われるべきであろう。つまり、田淵説における
判断要素の追加は、被告人にとってより適正な刑事手続の保障を企図した
ものであると捉えられうる。
以上のことを踏まえて、一般の証拠採否について、被告人にとっての適
正手続保障を原則としつつ、証明力と事実認定を誤る危険性のバランシン
グによる証拠の許容性審査を用いたうえで、証拠を排除する要素について
は、証拠規則403条で挙げられた要素に加えて、相手側に不公正な不利益
を与える場合も判断要素に加えて、証拠採否を判断していくべきであると
考える。
しかし、バランシングテストも総合考慮、いわゆる裁量による判断であ
り、現状の証拠の必要性判断と変わらないのではないかという批判があり
うる。現状の必要性判断には、証拠の実質的な価値の程度とは別に、重複
立証の制限や訴訟経済、推認力の弱い間接事実の除外、判断者の混乱・誤
解の防止など、多様な要因を考慮することができた上に、その判断も裁判
所の合理的な裁量に委ねられていた105）。
確かに、バランシングテストは裁量判断であり、現状の必要性判断と重
なる部分はあるものの、前述のとおり判断要素を明確化することで、証拠
採否の判断における裁判所の裁量は、従来よりも狭められうるものと考え
られる。また、本節で検討したように、証拠規則403条の各要素に、田淵
説において主張される「相手側に不公正な不利益を与える場合」という要
素を加えたことで、訴訟当事者、とりわけ被告人の権利保障の観点から、
証拠採否の適正性を検討する視点を基本とすることができるのではないか。
また、これまで証拠の必要性判断の中に実質的に包含されてしまっていた、
証拠の関連性に関する裁判所の判断の内実を顕在化させ、その判断過程に
おける問題点の有無を、訴訟当事者が検討することも可能になりうるもの
と思われる。
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第⚔節 刺激証拠の適切な採否のあり方
前節で検証した一般の証拠採否基準に照らして、刺激証拠の採否のあり
方について検討する。
第⚑章で示した刺激証拠の問題点として、裁判員への精神的負担を過剰
に意識して採否・顕出を行っている点、裁判体によって刺激証拠の採否に
関する対応が異なる点、現在の刺激証拠の採否基準である「証拠調べの必
要性」の内実が不透明である点、専門家証人の証言の信用性を判断するた
めに刺激証拠を見る必要があるのかという点の⚔つを挙げた。これらの点
について、一般の証拠採否基準をもとにそれぞれ検討を行う。
第一に、裁判員の精神的負担の点についてである。裁判所が、裁判員の
負担軽減を理由に過剰に介入し、証拠採用を却下したり、過度な加工を要
求したりすることが問題視された。しかし、前節で示した、被告人の権利
保障の観点を重視したバランシングテストによって証拠の厳選と許容性審
査が行われることにより、裁判員への精神的負担を軸にした証拠採否判断
はなされにくくなるものと考えられる。たとえば、血痕が付着した証拠に
ついては、血が付着していた場所や形状を証明したいのであれば血痕を見
る必要はないが、裁判例⑸のように内臓の色調差を確認するためなど、血
の色の時間による変化を証明したい場合は加工なく採用するべきであると
考える。
しかし、採用される刺激証拠の範囲が適正化された場合、裁判例⑴や第
⚒章で述べたとおり、裁判員に一定のストレスを与える可能性が高い。こ
の点、刺激証拠が採用された場合、カラー写真で見なくても立証活動に支
障がない場合は、現状と同じく白黒化やイラスト化を行う。代替証拠や加
工証拠を用いる場合には、明示された立証趣旨から逸れることがないよう
な代替や加工がなされるようにするべきである。
それに加えて、前述のとおり裁判員に対してデブリーフィングやカウン
セリングにより、自らの裁判員としての経験を話し合うといった事後サ
ポートを行うことで、裁判員のストレス軽減に努めることが必要であろう。

立命館法政論集 第23号（2025年)

194



第二に、裁判体で採否に対する対応が異なる点についてである。裁判所
が捉える「刺激性」に幅があり、刺激証拠の採否に関する判断が、裁判体
によって分かれること等が問題視された。しかしこの点は、本稿で示した
証拠採否の判断要素によって、証拠が排除される理由がより明確にされる
ことで、裁判所の裁量の範囲は狭くなる、つまり判断のばらつきが一定是
正されるものと考えられる。そのため、裁判体による対応の差異は、現状
より改善されるであろう。
第三に、証拠調べの必要性判断の内実が不透明な点についてである。実
務では証拠調べの必要性について言及されているものの、その判断基準が
曖昧で証拠採否にかかる具体的な理由が示されていないことが問題視され
ていた。この点も同様に、本稿で示した証拠採否の判断要素によって、証
拠採否の判断理由が明らかにされることにより、判断過程を検証すること
も従前より可能となるものと思われる。従来の、理由を示さない「必要性
なし」との決定より、その判断の適正性を訴訟当事者が検証しやすくなる
と考えられる。
最後に、専門家証人の証言の信用性判断のための刺激証拠の必要性につ
いてである。この点、本稿で示した証拠採否の判断要素に沿って判断がな
されるものとした場合、例えば、専門家証人（だけではなく証人も含む）
の供述の信用性を下げるようなゴシップ記事など、判断者の感情を煽るよ
うな証拠が提出された場合には、それは裁判員に「不当な偏見」を与える
場合に該当し、その証拠としての許容性は当然否定されうる。
他にも、例えば裁判例⑶で証拠排除された鮮明すぎる遺体写真等は、被
告人への厳しい処罰感情を煽る「不当な偏見」を与えうるものであり、被
告人側に「不公正な不利益を与える」可能性があるため、許容性は否定さ
れうるとも考えられる。しかし、この事例においては、弁護人がかような
刺激証拠を採用することを主張しているのであって、被告人にとっては証
拠を採用しないことこそが不利益であるともいえる。
また裁判例⑸では、遺体外観写真と内臓等の写真が取り調べられ、遺体
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外観写真は争点（保護責任者遺棄致死事件での不保護の故意の有無）に関
係する部分であり、それを推認する力があったため採用された。内臓等の
写真は、第一審において解剖医の供述により被害者の死因が低栄養及び寒
冷環境曝露による凍死と認定されていたが、弁護人が他の死因の疑いがあ
るのではないかと主張したことで被害者の死因も争われ、その死因を認定
する根拠が解剖医の証言の信用性であったため、争点において極めて重要
な証拠であることから採用された106）。いずれも証拠として重要であるこ
とは窺われるが、弁護人は被告人にとって「不利益」な証拠であると主張
していること、また裁判例⑶の判旨においては「専門的知識のない裁判員
が見ても正確に理解することはできない」可能性に言及されており107）、
「裁判員（陪審）への誤解」を生じうるような証拠として、排除すべきと
の判断もありうる。つまり、本稿で示した判断要素に基づいて判断する場
合にも葛藤が生じうる例である。
これらの事例に基づき、専門家証人の証言の信用性を判断するために刺
激証拠を見る必要性について、判断要素に基づく証拠採否判断を実際行う
際に、一定の優先順位をつける必要があるものといえる。具体的には、
「不当な偏見」や「陪審への誤解」等の要素がありうる証拠であったとし
ても、訴訟当事者、とりわけ被告人にとって「不公正な不利益」に当たる
証拠であるのか否か、それを最も判断の基軸におくべきではないか。それ
は、先に述べたとおり、証拠採否の判断の適正性は、最終的には被告人の
適正手続保障の観点から確保されるべきものであるからである。
すなわち、裁判例⑶では、被告人は「不当な偏見」を与える危険性より
も、当該刺激証拠を取り調べないことによる「不利益」を問題視している
のであって、この証拠は採用されるべきであろう。また、裁判例⑸では、
遺体外観写真、内臓写真のいずれも、争点に深く関わることが明らかであ
り、取り調べないことによる被告人の「不利益」も生じる可能性がある。
よって、確かに専門的知識のない裁判員が見ても正確に理解することはで
きないかもしれないが、専門家証人の証言のみに基づいて判断するより、
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証拠を見て、証言を聞くことでより正確な理解とそれに基づく事実認定判
断が促進されることが期待されるであろう。やはり、事実認定に争いが
あったり、争点に明白に関連する証言の信用性自体が争われたりしている
場合は、見る必要があると考えられる。しかし、その場合であっても、
「不当な偏見」を惹起する可能性等を考慮して、判断に支障が生じない限
りの加工証拠や代替証拠の検討は不可欠であろう。
これらの問題点の他に、事実認定に必要であっても、量刑事情には不要
な刺激証拠の取り調べについても問題になりうる。理想的には、事実認定
と量刑判断の手続を分けて審理することであるが、現状の日本の制度枠組
みにおいて明白に分離することは難しい。被告人の権利保障を重視する視
点に立った場合、事実認定に必要であっても、量刑が重くなりうるような
刺激証拠の採用は「不当な偏見」を抱かせるものであって、採用を回避し
たいと考えられうるであろう。しかし、適正な事実認定の実現は、被告人
の権利保障にもつながりうるため、この場合の証拠採否判断は、前記の専
門家証人にかかる刺激証拠の場合と同様、被告人にとって「不公正な不利
益」に当たる証拠であるのか否か、その意思表示を軸に判断するべきであ
ると思われる。

むすびにかえて

刺激証拠の取り扱いについて、裁判員の精神的負担と、被告人の権利保
障の間で一定のジレンマが生じるものの、真相究明と適正手続保障（刑事
訴訟法⚑条、憲法31条）の観点から、適正な事実認定・量刑判断の実現の
ために刺激証拠をどのように取り調べるべきかの検討を行った。
まず、裁判員の精神的負担と国民の司法参加についてである。実際の裁
判例から、刺激証拠を見ることで、裁判員に PTSD といった重い精神的
負担をもたらす可能性があることがわかった。それでもなお、国民の司法
参加には、適正な刑事手続の実現、また司法に対する主権者としての納得
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感を得ること、個人の意見が尊重されることといった意義があり、司法参
加そのものは促進されるべきだと考える。そこで、裁判員に対し刺激証拠
をどの範囲で提示すべきかについて、適正な刑事裁判の諸原則を守りつつ、
裁判員に一定の負担があることは許容しつつも苦役にまでは当たらない範
囲であることが必要となろう。これら双方の観点から、適切な採否基準で
厳選・顕出された刺激証拠が提示されるべきである。そして、苦役に当た
らない範囲であっても、実際の裁判員の負担を考慮し、個人に応じて事後
サポートを行なっていくことが望ましい。
次に、適正手続保障の観点からの刺激証拠の適切な採否のあり方につい
てである。現状の必要性判断は、裁判所の広範な裁量による判断が行われ、
判断基準が不明確であり、裁判体による対応の差異が大きいという点が批
判されている。しかし、その証拠調べの必要性概念の中身を詳しくみると、
証拠の関連性概念と似通っている。必要性概念と関連性概念が錯綜し、法
的概念としての関連性概念が、必要性概念の影に隠れてきたのである。
関連性概念が、証拠を選別・限定するのに機能しなかったのは、要証事
実の肥大化によって関連性概念だけでは絞り込むことができなかったため
であり、その結果、裁判所が多くの要素を考慮することのできる証拠調べ
の必要性が用いられてきたのであった。
そこで、広範な裁量で判断できる基準ではなく、判断の指針や枠組みを
明確に定めた基準であることを前提に、証明力と事実認定を誤る危険性
（相手側に不公正な不利益を与える場合も含む）のバランシングによる、
証拠の許容性審査を用いた判断基準にすべきであると考える。
現状、裁判員の精神的負担を強調した採否が行われている点、裁判体で
採否に対する対応が異なる点、証拠調べの必要性の判断の内実が不透明で
ある点、専門家証人の証言の信用性を判断するために刺激証拠を見る必要
があるのかという点が問題視されている。これらの問題点を抱える刺激証
拠の採否について、この新たな証拠の許容性審査を行うことで、現状より
も適正な証拠採否判断が可能となる。当該審査の判断要素の間に葛藤が生
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じる場合であっても、被告人にとって「不公正な不利益」に当たる証拠で
あるのか否かにかかわる意思表示を基軸に、最終的には刺激証拠の採否を
判断すべきである。それにより、裁判員の精神的負担のみを考慮した証拠
の取り扱いの問題が軽減され、また、裁判所による証拠の採否理由が明確
化され、訴訟当事者、とりわけ被告人にとってより適正な手続に則った事
実認定・量刑判断の実現につながるものと思われる。
なお、このような証拠採否のあり方について、本来的には立法において
明確な基準が置かれることが望ましいとも考えられる。また、より具体的
にバランシングの中身について、刑事訴訟法学的検討を進めることも必要
不可欠であろう。本稿においては、そのような検討にまで及ぶことはでき
なかったが、今後の証拠採否の実務の動向に照らして、かような検討を進
めることが課題となると思われる。
また、刺激証拠の採否を適正化した結果、一定許容せざるを得ない裁判
員の精神的負担については、裁判員同士のデブリーフィングやカウンセリ
ングといった事後サポートを強化することによって、よりストレスの軽減
を図るべきである。裁判員の精神的負担への事後サポートの具体的な制度
設計の検討も、今後の課題としたい。
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